














・調査期間：2014 年 2 月 28 日～3 月 2 日
・調査対象：全国 20～60 代の生活者 500 人（男性




















































































































































































































































































































やや関心がある どちらともいえない あまり関心がない 全く関心がない
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213.07, p<.001，「物品の寄付・寄贈」では F（2, 998）＝
60.976, p<.001，「ボランティア活動」では F（2, 998）＝
60.976, p<.001，「廃品・不用品などの回収への参加」
では F（2, 998）＝22.509, p<.001，「NPO・NGO に入会」
では F（2, 998）＝56.122,  p<.001，「節電」では F（2, 
998）＝54.483, p<.001，「フェアトレード商品の購入」
では F（2, 998）＝82.248, p<.001，「オーガニック商品の
購入」では F（2, 998）＝16.429, p<.001，「エコ商品の購
入」では F（2, 998）＝7.696, p<.001，「寄付つき商品の
購入」では F（2, 998）＝31.550, p<.001，「地域や伝統に















































































































































































































Q6-1. ボランティアへの意欲 .782 －.144 －.107 －.068
Q6-2. 募金・寄付への意欲 .754 －.110 －.081 －.055
Q6-7. 企業の社会的活動への関心 .738 －.049 －.057 .036
Q6-5. 社会・環境志向型商品の購入意欲 .722 .015 －.018 .020
Q6-4. 社会的利得への優先意欲 .665 －.027 .026 .013
Q6-6. 社会的な商品の推薦意欲 .642 －.053 －.154 .166
Q4-1. 環境問題への関心度 .603 .101 .180 －.104
Q4-2. 生活・コミュニティへの関心度 .574 .129 .144 －.037
Q4-3. 貧困問題への関心度 .572 .150 .003 －.027
Q4-6. 災害問題への関心度 .484 .297 .080 －.047
Q4-5. 医療・福祉問題への関心度 .470 .215 .078 .014
Q4-4. 教育・文化問題への関心度 .461 .229 .021 .020
Q1-6. 社会・環境志向 .453 －.126 .025 .361
Q5-3. 貧困問題への関心の高まり －.090 .840 －.126 .020
Q5-4. 教育・文化問題への関心の高まり －.110 .833 －.077 .017
Q5-5. 医療・福祉問題への関心の高まり －.023 .723 －.002 .043
Q5-2. 生活・コミュニティ問題への関心の高まり .019 .705 －.032 .034
Q5-1. 環境問題への関心の高まり .089 .660 －.018 －.055
Q5-6. 災害問題への関心の高まり .090 .650 .035 －.075
Q8-3. エコ商品への認知度 －.090 .011 .809 .001
Q8-2. オーガニック商品への認知度 －.048 .000 .769 .016
Q8-4. 寄付つき商品への認知度 .000 －.079 .720 －.014
Q8-5. 地域・伝統的商品への認知度 .055 －.083 .677 －.049
Q8-1. フェアトレード商品への認知度 －.064 －.084 .519 .020
Q1-2. 新発売志向 .033 －.115 .022 .678
Q1-3. ブランド志向 －.075 －.043 －.064 .672
Q1-8. 個性派志向 .041 .038 －.141 .636
Q1-5. こだわり志向 －.004 .101 .097 .625
Q1-4. 品質志向 －.078 .177 .241 .492
因子間相関
1. 社会的活動への意欲・関心 － .647 .428 .299
2. 社会問題への関心の高まり － .406 .170
3. 社会的商品への認知度 － .233
4. 消費性向 －












とした。第 3 因子は，Q8 の設問項目が高い正の負荷
量を示していたことから「社会的商品への認知度」と
した。第 4 因子は Q1 の購買行動に関する設問項目が
高い正の負荷量を示していたことから「消費性向」と
した。各因子のクロンバック係数は因子 1 でα












4 因子に関する男女差を検討するために t 検定を
行った結果，「1. 社会的活動への意欲・関心」（t＝ 
－2.67, df＝498, p < .01）と，「3. 社会的商品への認知



















1. 社会的活動への意欲・関心 1 .588** .285** .296**
2. 社会問題への関心の高まり 　 1 .239** .149**
3. 社会的商品への認知度 1 .206**
4. 消費性向 1
**. 相関係数は 1％ 水準で有意 （両側）
男女別の平均値とSDおよび t 検定の結果
男性 女性
M SD M SD t 値
1. 社会的活動への意欲・関心 3.249 0.682 3.406 0.628 －2.67**
2. 社会問題への関心の高まり 3.340 0.530 3.404 0.555 －1.28
3. 社会的商品への認知度 1.759 0.474 1.870 0.417 －2.77**







答を「充実派」（図表 9「A に近い」と「やや A に近
い」の合計）と「非充実派」（図表 9「B に近い」と





認知度」（t＝－1.324, df＝498, n.s.），「4. 消費性向」（t

















たところ，4 つのクラスタを得た（図表 28）。第 1 ク
ラスタは 231 名，第 2 クラスタは 49 名，第 3 クラス













男性 1 .602** .305** .304**
女性 1 .572** .237** .259**
2. 社会問題への関心の高まり








**. 相関係数は 1％ 水準で有意 （両側） 　　*. 相関係数は 5％ 水準で有意（両側）
図表26　生活充実度別の平均値とSDおよび t 検定の結果
充実派 非充実派
M SD M SD t 値
1. 社会的活動への意欲・関心 3.422 0.639 3.173 0.665 －4.175**
2. 社会問題への関心の高まり 3.417 0.544 3.298 0.536 －2.329*
3. 社会的商品への認知度 1.836 0.452 1.781 0.444 －1.324
4. 消費性向 3.348 0.684 3.340 0.685 －0.123













































第 1 クラスタ：低意識・中消費層 低 低 低 中
第 2 クラスタ：高意識・低消費層 高 高 高 低
第 3 クラスタ：高意識・高消費層 高 高 高 高










非充実派 1 .598** .206** .287**
充実派 1 .572** .326** .308**
2. 社会問題への関心の高まり



















































１ ２ ３ ４
社会意識クラスタ
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社会意識クラスタ
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品への認知度」「4. 消費性向」の 4 因子を抽出するこ
とができた。男女別で 4 因子の相関分析をすると，男
性の場合は 4 因子のどれもが互いに相関を示している
のに対して，女性の場合は，「社会的商品への認知度」
と「消費性向」との相関はみられなかった。生活充実
度別で 4 因子の相関をみると，生活充実度と社会的な
活動への意欲や関心の高まりとの間には一定の相関が
みられた。クラスタ分析の結果，社会的な活動への意
欲や関心の高さと消費性向によって，回答者を 4 つの
層に分けることができた。また各クラスタは，年齢と
子供の数によって差異があることも明らかになった。
今後の研究課題としては，社会的・倫理的消費に関
する先行研究との比較から本研究の妥当性を検討する
とともに，調査項目等の精査を図りながら継続的な調
査を行い，実践的な課題への指針を見出す必要がある
と考えている。
